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第２章 公共施設等を取り巻く現状と課題            

１．人口の現状と課題 

 

本市の人口は，平成 7年の 8.3 万人をピークに，その後，減少に転じます。平成 67年には

4.5 万人と，平成 22年時点の 8.0 万人から 3.5 万人（約 44％）減少する見込みです。 

平成 28年 10 月現在，7万 5,156 人（常住人口）となっています。 

 

（１）人口推移及び将来推計 

平成22年と平成67年の比較で市全体の人口は8.0万人から4.5万人へと約44％減少すると推計

されます。年齢構成別にみると，生産年齢人口が4.9 万人から 2.2 万人へ約 55％減少，年少人口は

1.0万人から0.3万人へ約70％と大幅に減少する一方，老年人口は2.1万人から2.0万人へと約5％

の微減となることが推計されています。ただし，老年人口は平成 42 年までは約 20％増加し，その

後，同じ割合で減少に転じると推計されます。その中でも，75 歳以上の後期高齢者人口が平成 22

年の 1.0 万人から平成 42年の 1.6 万人へ約 60％大幅に増加します。その後は，平成 42年をピーク

に，微減傾向へと転じます。 

今後 40 年間で人口構成が大きく変化し，求められる行政サービスの変化に対応する必要がある

と考えられます。 
 

図 年齢階層別人口推移・将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※ 推計は，国立社会保障・人口問題研究所の推計手法に準拠（平成 22 年 10月 1日を基準年として推計）。 

(施策の展開による人口増は含まず) 
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図 老年人口推移（実績・将来推計） 

 

10 11 11 12 10 9 9 9 9 7 6

8 10
12

12 15 16 15 15 14
15

14

18
21

23
24 25 25 24 24

23
22

20

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

140%

0

5

10

15

20

25

30

35

40

平成17 平成22 平成27 平成32 平成37 平成42 平成47 平成52 平成57 平成62 平成67

人口

(千人)

75歳以上 65～74歳 75歳以上増減率 65～74歳増減率

実績値←→推計値
75歳以上の増減率

(Ｈ47年以降減少傾向)

65～74歳の増減率（Ｈ32年以降減少傾向）

増減率

(%)



第２章 公共施設等を取り巻く現状と課題 

 

5 

 

（２）旧中学校区（８地区）別将来人口 

 

旧中学校区別（8 地区）の人口推計の比較では，最大で旧有明中学校区 49.2％の減少，最

小で石岡中学校区 33.3％の減少と地区によって大きな開きがあります。 

 

旧中学校区（８地区）別人口では，最大で石岡中学校区 1万 8,258 人から最小の旧有明中学校区

の 4,873 人と人口に約 3.7 倍の大きな開きがあります。 

また旧中学校区別の年少人口，生産年齢人口，老年人口の 3つの階層の特徴として，65歳以上の

比率では，最大で国府中学校区の 36％から最小で石岡中学校区の 24％と約 12ポイントの開きがあ

ります。 

65 歳以上の人口では，最大で府中中学校区の 4,783 人から最小の園部中学校区の 1,660 人と約

2.9 倍の開きがあります。 

15 歳未満の人口では，最大で石岡中学校区の 2,464 人から最小で旧有明中学校区の 433 人と約

5.7 倍の開きがあります。 

 

図 旧中学校区（８地区）人口（平成 27 年→平成 67 年） 
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旧有明中学校区

Ｈ27 4,873人
Ｈ67 2,474人 -49.2％

旧柿岡中学校区

Ｈ27 11,013人
Ｈ67 6,115人 -44.5％

旧八郷南中学校区

Ｈ27 5,076人
Ｈ67 2,705人 -46.7％

国府中学校区

Ｈ27 7,954人
Ｈ67 4,198人 -47.2％

市 全 体

Ｈ27 76,707人

Ｈ67 45,493人 -40.7％

城南中学校区
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Ｈ67 3,459人 -46.7％
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Ｈ27 18,258人
Ｈ67 12,179人 -33.3％
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Ｈ67 3,977人 -37.7％
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Ｈ67 10,385人 -37.7％
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表 旧中学校区（８地区）ごとの 40 年後の人口変化詳細（平成 27 年→平成 67年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成27年 平成67年 人口増減率

旧有明 4,873人 2,474人 -49.2%
人口 構成比 人口 構成比 増減率

平成27年 平成67年 人口増減率

旧柿岡 11,013人 6,115人 -44.5%
人口 構成比 人口 構成比 増減率

平成27年 平成67年 人口増減率

旧八郷南 5,076人 2,705人 -46.7%
人口 構成比 人口 構成比 増減率

平成27年 平成67年 人口増減率

園部 6,381人 3,977人 -37.7%
人口 構成比 人口 構成比 増減率

平成27年 平成67年 人口増減率

府中 16,667人 10,385人 -37.7%
人口 構成比 人口 構成比 増減率

平成27年 平成67年 人口増減率

国府 7,954人 4,198人 -47.2%
人口 構成比 人口 構成比 増減率

平成27年 平成67年 人口増減率

石岡 18,258人 12,179人 -33.3%
人口 構成比 人口 構成比 増減率

平成27年 平成67年 人口増減率

城南 6,485人 3,459人 -46.7%
人口 構成比 人口 構成比 増減率

年少人口（0～14歳）
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（３）各地区の人口と公共施設の状況 

 

○旧有明中学校区 

本市の総人口に占める割合は 6.4％です。平成 67年の人口推計は 2,474 人となり，平成 27 年の

4,873 人から 49.2％減少します。 

中学校は平成 25 年 4 月に統合（有明・柿岡・八郷南中学校）され，旧柿岡中学校区に八郷中学

校が新設されています。小学校は 2校が配置され，いずれも 1校当たり 6学級の小規模校となって

います。学校以外の主な公共施設の配置状況は，庁舎等として恋瀬出張所，スポーツ施設として八

郷総合運動公園が設置されており，公民館等集会施設は恋瀬地区(出張所との複合施設)・瓦会地区

公民館の 2施設が設置されています。いずれの公共施設も築 30年以上となっています。 

 

○旧柿岡中学校区 

本市の総人口に占める割合は 14.4％です。平成 67年の人口推計は 6,115 人となり，平成 27年の

11,013 人から 44.5％減少します。 

中学校は平成 25 年 4 月に統合（有明・柿岡・八郷南中学校）され，この地区に八郷中学校が新

設されています。小学校は 4校が配置され，いずれも 1校当たり 6学級を中心とした小規模校とな

っています。学校以外の主な公共施設の配置状況は，庁舎等として八郷総合支所，保健施設として

八郷保健センターが設置されており，公民館等集会施設は中央（柿岡地区）・葦穂地区・林地区公

民館の 3施設が設置されています。 

 

○旧八郷南中学校区 

本市の総人口に占める割合は 6.6％です。平成 67年の人口推計は 2,705 人となり，平成 27 年の

5,076 人から 46.7％減少します。 

中学校は平成 25 年 4 月に統合（有明・柿岡・八郷南中学校）され，旧柿岡中学校区に八郷中学

校が新設されています。小学校は 2校が配置され，いずれも 1校当たり 6学級の小規模校となって

います。学校以外の主な公共施設の配置状況は，レクリエーション・観光施設として，つくばねオー

トキャンプ場ほか 3施設，保養施設としてやさと温泉ゆりの郷ほか 1施設，産業系施設としてやさ

と農産物直売所が設置されており，公民館等集会施設は小幡地区・小桜地区公民館の 2施設が設置

されています。 

 

○園部中学校区 

本市の総人口に占める割合は 8.3％です。平成 67年の人口推計は 3,977 人となり，平成 27 年の

6,381 人から 37.7％減少します。 

中学校は園部中学校の 1校です。小学校は 2校が配置され，いずれも 1校当たり 6学級を中心と

した小規模校となっています。学校以外の主な公共施設の配置状況は，庁舎等として園部出張所が

設置されており，公民館集会施設として園部地区公民館(出張所との複合施設)が配置されています。 

 

○府中中学校区 

本市の総人口に占める割合は 21.7％です。平成 67 年の人口推計は 10,385 人となり，平成 27 年

の 16,667 人から 37.7％減少します。 



第２章 公共施設等を取り巻く現状と課題 

 

8 

 

中学校は府中中学校の 1校です。小学校は標準規模校が 2校，小規模校が 1校の合わせて 3校が

配置されています。学校以外の主な公共施設の配置状況は，スポーツ施設として柏原野球公園ほか

3 施設，高齢福祉施設としてふれあいの里石岡ひまわりの館ほか 2 施設，保健施設として石岡保健

センターが設置されており，公民館等集会施設は府中地区公民館が設置されています。また，その

他集会施設として，杉並コミュニティセンターほか 2施設が設置されています。 

 

○国府中学校区 

本市の総人口に占める割合は 10.4％です。平成 67年の人口推計は 4,198 人となり，平成 27年の

7,954 人から 47.2％減少します。 

中学校は国府中学校の1校です。小学校も1校が配置され，小学校は標準規模校となっています。

学校以外の主な公共施設の配置状況は，市民会館，中央図書館が設置され，スポーツ施設として染

谷野球場ほか 2施設，博物館等としてふるさと歴史館ほか 1施設，レクリエーション・観光施設と

して龍神の森キャンプ場ほか 3施設が設置されており，公民館等集会施設は，国府地区公民館が設

置されています 

 

○石岡中学校区 

本市の総人口に占める割合は 23.8％です。平成 67 年の人口推計は 12,179 人となり，平成 27 年

の 18,258 人から 33.3％減少します。 

中学校は石岡中学校の 1校ですが，城南中学校を統合するための具体的な検討が進んでいます。 

小学校は 2校が配置され，いずれも標準規模校です。学校以外の主な公共施設の配置状況は，庁

舎等として市役所，スポーツ施設として石岡運動公園ほか 1施設が設置されており，公民館等集会

施設は，東地区公民館及び中央公民館東大橋分館の 2施設が設置されています。また，その他集会

施設として南台コミュニティセンター，旭台会館が設置されています。 

 

○城南中学校区 

本市の総人口に占める割合は 8.4％です。平成 67年の人口推計は 3,459 人となり，平成 27 年の

6,485 人から 46.7％減少します。 

中学校は城南中学校の 1 校ですが，石岡中学校へ統合するための具体的な検討が進んでいます。

小学校は 3 校が配置され，いずれも 1 校当たり 4～6 学級を中心とした小規模校となっています。

学校以外の主な公共施設の配置状況は，公民館等集会施設として城南地区公民館，中央公民館高浜

分館の 2施設が設置されております。また，その他集会施設として，関川地区・三村地区ふれあい

センターの 2施設が設置されています。 

 



第２章 公共施設等を取り巻く現状と課題 

 

9 

 

２．財政の現状と課題 

（１）歳入 

 

歳入の中で地方交付税の割合は約 20％と大きな割合を占めていますが，平成 28 年度以降

は，合併特例措置が段階的に解消されることから減少が見込まれます。また，個人市民税に

ついては，将来の生産年齢人口の状況によってその増減が大きく左右されることから，これ

からの人口推移が本市の財政状況に大きく影響してくることが予想されます。 

 

平成 26年度の普通会計の歳入は，301 億円です。平成 22年度からの 5年間の推移を見ると，平

成 23年度には一時的に増加したものの，その後は減少傾向となっています。 

市税についても，平成26年度では約32％の98億円と大きなウエイトを占め，市の貴重な財源と

なっています。内訳を見ると，固定資産税が 43億円（約 14％）を占めるほか，個人市民税も 34

億円（約 11％）と高い割合を占めています。特に個人市民税については，将来の生産年齢人口の状

況によってその増減が大きく左右されることから，これからの人口推移が本市の財政状況に大き

く影響してくることが予想されます。 

 

 

図 歳入の推移 
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（２）歳出 

 

扶助費は，生活保護費や障害者福祉費を主要因として増加傾向にあり，平成 26年度では平

成 22 年度と比較し，歳出に占める割合が 18％から 21％に増加しています。財政の経常収支

比率も 87～90％と高い水準で推移しており，財政の硬直化が進行しています。 

 

 

平成 26年度の普通会計の歳出は，290億円です。歳出の推移をみると，平成22年度の 303億円

と比較し，13億円が減額となっています。 

増額が目立つ項目として，「扶助費」があげられます。扶助費は，生活保護費や障害者福祉費

を主要因として増加傾向にあり，平成26年度では平成22年度と比較し約1.1倍に増加し，また，

歳出に占める割合も 18％から 21％に増加しています。 

減少がみられる項目としては人件費があげられます。平成 22年度の 55億円から平成 26年度は

50億円へと，9％減少しています。 

財政の経常収支比率も 87～90％と高い水準で推移しており，財政の硬直化が進行しています。 

将来の歳入の減少に伴い歳出の抑制・配分の見直しが不可欠です。 

 

 

図 歳出の推移 
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（３）投資的経費の推移 

 

投資的経費は，直近 5年間は 38～52 億円の水準で推移しています。内訳をみると，道路整

備や河川等のインフラ整備に 15～21 億円程度，公共施設等には 16～28 億円程度支出してい

ます。 

 

 

今後の高齢化や経済の成熟化等を踏まえると，財政面での大きな改善が見込めない中，道路整備

やインフラ整備を継続する必要があるうえに，学校をはじめとする老朽化した公共施設の改修・建

替え等を進めていくことが求められるため，中長期的な財政見通しと連動した計画的な公共施設に

関するマネジメントが重要となります。 

また，本市の歳出に占める投資的経費の割合は平成 25 年度では 14％となっています。近隣 6 市

の比較では，最も高い小美玉市で 24％と本市の約1.7 倍の割合で，最も低い桜川市で 10％であり，

他市比較からも本市の投資的経費の割合は，あまり高い状況とはいえません。(白書 13ページ参照) 

 

 

図 投資的経費の推移 
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３．施設の現状と課題 

（１）公共施設 

 本市が保有する建物延床面積は約 27.1 万㎡・市民 1人当たり 3.57 ㎡です。築 30年以上を

経過した建物は約 14.3 万㎡（約 53％）です。学校教育系施設が公共施設全体の 54％を占め

ており，他の公共施設に比べ老朽化施設の割合が高くなっています。 

 

約 27.1 万㎡の内訳として，小学校・中学校などの学校教育系施設が約 12.6 万㎡（約 46％）とな

っており，その次に公営住宅が約 3.8 万㎡（約 14％），スポーツ・レクリエーション系施設が約 2.4

万㎡（約 9％）の割合となっています。学校以外にも，公営住宅や公民館等市民文化系施設の老朽

化が進行しており，それら施設への対応が課題となってきます。 

図 築年別整備状況と用途別延床面積 
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（㎡）

（年度）

学校教育系施設 子育て支援施設 市民文化系施設 保健・福祉施設

行政系施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 公営住宅 供給処理施設

社会教育系施設 公園 その他 人口

※S24以前に建築された施設及び築年度不明の施設を含む

築10年未満
2.3万㎡(8%)

築10年以上
4.1万㎡(15%)

築20年以上
6.4万㎡(24%)

築30年以上
8.7万㎡(32%)

築40年以上
5.6万㎡（21%）

市民会館

市民１人当たり
3.57㎡／人

建物延床面積
27.1万㎡

築30年以上の建物
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中央公民館，
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つくばね 石岡運動

公園
体育館

ふれあいの里
ひまわりの館

（年度）

学校教育系施設

用途 延床面積 割合 用途 延床面積 割合

学校教育系施設 保健・福祉施設

小学校，中学校，給食センター等
保健センター，ふれあいの里，障害

者福祉施設　等

公営住宅 子育て支援施設

大作台住宅，水久保住宅　等
保育所，幼稚園，児童館，児童クラ

ブ　等

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 社会教育系施設
海洋センター，キャンプ場，やさと温

泉ゆりの郷　等
図書館，常陸風土記の丘　等

市民文化系施設 産業系施設
市民会館，旭台会館，公民館，コミュ

ニティセンター　等

農産物直売センター，やさと農産物

直売所

行政系施設 その他

市役所，支所，出張所，消防施設等 倉庫，公衆便所　等

271,023㎡合計

23,830㎡5.5%14,775㎡

21,093㎡

8.8%

14.0%

46.3%125,505㎡

23,858㎡

38,053㎡

7.8%

1.7%

2.5%

4.5%

4,587㎡

6,767㎡

12,192㎡

8.8%

0.1%363㎡



第２章 公共施設等を取り巻く現状と課題 

 

13 

 

各インフラによって，石岡地区と八郷地区で整備状況や事業者等が異なるため，各地区に応

じた整備を進めていく必要があります。将来的には同一の事業者等によるサービスの提供を検

討していく必要があります。 

（２）インフラ 

 

 

 

 

 

市が保有するインフラ資産（道路，橋りょう，上水道，下水道）の状況は，次のとおりです。イ

ンフラ資産も，公共施設と同様，老朽化が進んでいます。 

 

表 インフラ整備状況 

  保有状況  保有状況 

道路 一般道路        4,619,409 ㎡ 

自転車歩行者道   265,860 ㎡ 

上水道 

 

総延長            413,034 ｍ 

簡易水道           23,899 ｍ 

橋りょう 橋りょう               343 本 

橋りょう面積         15,596㎡ 

下水道 総延長            450,468 ｍ 

 

それぞれの維持管理計画が策定されていますが，各所管課が別々に管理をしているため，今後は，

全庁を挙げた一元的な管理が必要になります。 

道路・橋りょうについては，地区ごとに交通量や通行車種の変化が出ている可能性がありますの

で，交通状況を把握し，必要な整備内容を特定して，計画を進めていく必要があります。 

上水道については，石岡地区が湖北水道企業団，八郷地区が市営と事業者が分れています。今後，

地区によって利用料等の差が出ないように，統一的な管理と財政的な措置が必要になってきます。 

下水道については，下水道施設の老朽化が進んでおり，長寿命化計画に基づく更新工事や耐震化

計画の策定を進めていく必要があります。また，生活排水ベストプランに基づく下水道整備地区の

検討が必要となっております。 

公園については，人口が減少することに伴い，住民１人当たりの公園面積が相対的に増加するた

め，対策を考える上で，防災公園としての機能について検討していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 公共施設等を取り巻く現状と課題 

 

14 

 

0

10

20

30

40

50

60

H
22 23 24 25 26

H
27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66

（億円）

（年度）

学校教育系施設 子育て支援施設 市民文化系施設 保健・福祉施設
行政系施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 公営住宅 社会教育系施設
産業系施設 その他

0

10

20

30

40

50

60

H
22 2
3

2
4

2
5

2
6

H
27 2
8

2
9

3
0

3
1

3
2

3
3

3
4

3
5

3
6

3
7

3
8

3
9

4
0

4
1

4
2

4
3

4
4

4
5

4
6

4
7

4
8

4
9

5
0

5
1

5
2

5
3

5
4

5
5

5
6

5
7

5
8

5
9

6
0

6
1

6
2

6
3

6
4

6
5

6
6

（億円）

（年度）
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投資的経費（既存更新分） 投資的経費（新規整備分） 投資的経費（用地取得分） 40年平均更新費用

1.3倍

直近の
投資的経費

22.8億円

今後40年間の
建替え・大規模改修等
の費用総額

1,181億円

建替え・大規模改修等にかかるコスト

平均 29.5億円/年

既存の
公共施設等にかかる投資的経費
（平成22年度～平成26年度）

平均 22.8 億円/年

大規模改修

※積み残し大規模改修（築31年以上50年未満）
（平成27年～36年度）

建替え

大規模改修

※積み残し大規模改修

建替え

1.8倍

最初の10年
平均40.7億円

新庁舎建替え

：既に耐用年数を超えている施設は，直近の10年間で
大規模改修を実施する想定とする。

学校教育系施設 子育て支援施設 市民文化系施設 保健・福祉施設
行政系施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 公営住宅 社会教育系施設
産業系施設 その他

（平成27年度～平成66年度）

４．今後の施設の建替え・改修にかかるコスト試算 

（１）公共施設のコスト試算 

現在保有する公共施設を全て更新すると仮定すると，今後40年間の更新費用の総額は約1,181億

円になります。毎年必要な額は29.5億円となります。これは，直近5年間（平成22年度～平成26年

度）で公共施設にかけてきた投資的経費の平均額である約22.8億円の1.3倍となります。 

本市では，築30年から40年経過した建物が多く，そのため，当面10年間に更新費用が集中し，こ

の期間は現状の約1.8倍の費用が必要となります。 

更新時期を迎えた全ての施設を同時期に建て替えることは困難であるため，長寿命化等を行うこ

とで年間更新費用の平準化を図るとともに，再配置の検討などにより，現状のサービスレベルを維

持しながら更新費用や施設の保有量を抑制していくことが重要です。 

図 今後の建替え・改修にかかるコスト試算 
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※ 新庁舎建設費等含む。借上げ施設及び旧庁舎の更新費を除く。 
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（２）インフラ資産のコスト試算 

インフラ資産も，公共施設と同様，今後，耐震化及び老朽化等の維持・更新費用が必要とされて

います。そこで，インフラ資産の今後 40年間にかかる更新費用を試算します。 

 

＜試算結果＞ 

１） 道路 

40 年間総額 598.1 億円 年平均 15.0 億円 

２） 橋りょう 

40 年間総額 52.9 億円 年平均 1.3 億円 

３） 上水道 

40 年間総額 350.8 億円 年平均 8.8 億円 

４） 下水道 

40 年間総額 453.2 億円 年平均 11.3 億円 

 

 

上記の結果，道路等のインフラ整備にかかる費用として，今後 40 年間の総額で 1,455 億円，年

間平均約36.4億円が必要となる予測です。これは直近5年間の投資的経費の平均21.7億円の約1.7

倍に相当します。 

 なお，インフラ資産については，日常生活を営むうえで最低限必要な施設であり，廃止等での費

用の圧縮が難しいため，長期的な維持管理方法の見直しが今後の課題となります。 

 

 

 

 

図 今後のコスト試算 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※端数処理をしているため，合計と一致しない場合があります。） 
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(３)公共施設とインフラ資産を合わせた更新コスト 

 

公共施設の建替え，改修等にかかるコスト試算とインフラ資産に係るコスト試算を合算し，本市

における今後の投資的経費を見通すと，今後 40年間総額で 2,636 億円，年平均 65.9 億円が必要と

なり，平成 22 年度から 26 年度までの 5 年間の投資的経費の平均額 44.5 億円の約 1.5 倍となるこ

とが見込まれます。 

  

 

図 今後のコスト試算（公共施設とインフラ） 
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